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国際熱核融合実験炉（ITER）の建設サイトがフラ

ンスのカダラッシュに決まりました。日本の核融合

計画において ITERは，実用化に向けた発電を行う

原型炉の前段階の実験装置と位置付けられており，

未来のエネルギー源の一つとしての核融合の将来を

見据える意味で，核融合炉の工学的な成立性だけで

なく安全性の面においても，その成否が重要となり

ます。

ITERのフランスに立地が決まるまでは，日本に

立地することを前提に ITER施設の安全確保につい

て検討を進めてきたわけですが，この検討において

は，核融合炉の持つ原理的な安全性を十分に汲み入

れ，合理的な考え方を構築してきました。本稿では，

これから建設が始まる ITERの安全上の基本的な特

徴と安全確保上必要な要件を明らかにし，今後設計

が進められていく原型炉との相違を明らかにしなが

ら核融合炉の安全性について述べます。また，現状

で考えられている核融合炉において発生する廃棄物

の処理・処分についても説明します。

Ⅰ．核融合炉の安全上の特徴って何で
すか？

1．利用する核反応及びそのエネルギーの
制御にはどのような特徴がありますか？

これまでのこの連載の説明にあるように，核融合

炉では，核融合反応のうち，重水素原子核と三重水

素の原子核とが融合（D�T核融合反応）するときに
エネルギーが発生する現象を利用します。ここで，

核融合では正の電荷を持った原子核同士をクーロン

斥力に逆らって融合させるため，融合させる原子核

同士に高いエネルギーを持たせる必要があることが

特徴的です。さらに，核融合では，反応生成物（例

えばD�T核融合反応ではヘリウム原子核（α 粒子）
と中性子）が次の核融合反応を直接的に引き起こ

し，連鎖的に進むことはありません。

一般的に，磁場閉じ込め方式による核融合反応の

制御では，第 1図で模式的に示すように，核融合反

応が起こるある理想的な閉じ込め条件（温度，密度，

時間）のプラズマを維持することが必要であり，燃

料（ガス，固体ペレット，中性粒子ビームなどで高

真空中に注入）の過注入などによってプラズマの粒

子密度や圧力の限界を超えたり，不純物が混入した

りすると，核融合反応に必要なプラズマの温度や閉

じ込め状態が維持できず，結果的に反応が終息して

しまうという性質があります。すなわち，反応の制

御を誤ったとしても，核融合反応が暴走するような

ことは原理的に起こりません。

D�T核融合反応では，反応で発生したエネルギー
の大部分が，その反応生成物である中性子を媒介と

し核融合反応が起こる希薄なプラズマの外で取り出

され，中性子は反応の制御性には直接には関与しま
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せん。なお，もう一つの核融合反応の反応生成物で

ある正の電荷を帯びた α 粒子（3．52 MeV）によっ
て，ある条件のもとでは，プラズマが過剰に加熱さ

れることがあります。しかし，前述のように，プラ

ズマの粒子密度や圧力には限界があり，またプラズ

マの温度上昇に伴うプラズマ対向壁からの不純物混

入等があるために，過剰な出力上昇があったとして

も反応は比較的短い時定数をもって自動的に終息し

ます。

少なくとも ITERでは，このような出力上昇に耐

えるように，真空容器等の放射性物質内蔵機器の構

造強度を適切に確保するだけで十分であり，緊急停

止装置のような特段の安全装置は必要になりませ

ん。しかし，一方で ITERでは，真空容器内に装備

されるブランケットやダイバータといった真空容器

内機器は試験機器と位置付けられており，それらが

熱負荷試験等の際に破損することを考慮していま

す。そして，その破損により真空容器内に冷却材が

放出され，真空容器内の圧力が上昇しても，その圧

力を緩和し，真空容器の閉じ込め機能の健全性を維

持するための設備（圧力緩衝機構）が設けられてお

り，放射性物質が建家内には放出されないようにす

る設計となっています。

将来の原型炉等においては，エネルギーの安定供

給のため，運転の継続性が求められるので，真空容

器内機器の位置付けもおのずと変わり，通常運転時

に想定される荷重や熱に対して損傷しないように設

計しなければなりません。

2．内蔵する放射性物質とその特徴はどの
ようなものですか？

第 2図に核融合炉（この場合は ITER）の放射性物

質の閉じ込め形態を示します。核融合炉では，真空

容器内機器や真空容器の構成材料は発生した中性子

により放射化しますが，後で述べるように，この放

射性物質の崩壊熱の密度は，核分裂炉での核分裂生

成物に起因するものと比較するとはるかに小さくな

ります。

また，核融合炉では，易動性（流体などの動きに

つれて移動されやすい）放射性物質としてトリチウ

ムおよび放射化ダストが存在します。例えば，ITER

においては，その最終設計報告書１）によれば，施設

内のトリチウム保有量は約３kg（約1018Bq）であり，

そのうち，約1．2 kg が真空容器内（主に，ブランケッ

ト，ダイバータ等の真空容器内機器に滞留，実際に

はこれ未満になるように管理する）に，また残りは

燃料処理貯蔵施設の各機器に分散して存在します。

一方，放射化ダストについては，プラズマに対向す

る壁面での損耗作用により生成しますが，ITERに

おいては，これまでの実験結果等を踏まえ，真空容

器内に存在するタングステンダスト，ベリリウムダ

スト，炭素繊維複合材のダストの上限の量を，それ

第 2図 安全を確保するための具体的対応

○放射線は適切に遮蔽します。

○機器から放射性物質が漏れにくくします。

○放射性物質を内蔵する装置を頑丈に設計し維持します。

○建家内に出た放射性物質は除去します。
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ぞれ100 kg，100 kg，200 kg とするよう管理します。

これらのうち，タングステンダストは，体外被ば

くのソースタームとして，約1016MeV･Bq（タングス

テンダスト100 kg 中の核種の実効エネルギーと放

射能の積の合計）と評価されています。

第 3図は ITERで扱う，または発生する放射性物

質の影響度について簡単に説明したものです。第３

図の左図は，トリチウム，放射化ダスト，放射化腐

食生成物について，それらの持っている影響度を比

べたグラフです。また，トリチウム，放射化ダスト，

放射化腐食生成物のそれぞれを同量体内に摂取した

場合の影響をトリチウムの影響を１として比較して

います。この図に示すとおり，ITERに存在する放

射性物質の中では，トリチウムが最も影響が大きい

ことになりますが，第３図の右図のように，一般に

よく知られている放射性同位元素とその影響度を比

べると，トリチウムは，比較的危険性の小さい放射

性同位元素だということがわかります。しかし，こ

れらの ITERに存在する放射性物質については，同

じように放射能を持ち，易動性である核分裂生成物

によく含まれる131I や137Cs といったものと比較し

て，影響度においては相対的には小さいものであっ

ても，それを過度に摂取するとやはり危険です（た

だ，これは放射性物質だけに当てはまることではな

く，化学薬品や薬，一般の食品についても同じです。

例えば，醤油，塩や水でも大量に飲み込めば相応の

危険にさらされます）。したがって，ITERに存在

する放射性物質を公衆や作業員が過度に体内に取り

込むことがないように，適切に管理することが重要

となるのです。

原型炉以降の核融合炉については，まだ設計や材

料が決まっていないために，どれだけの放射性物質

を内蔵することになるかを予想するのは困難です

が，次のように考えることはできます。

例えば，原型炉以降ではトリチウムを自己生産す

るためのトリチウム増殖ブランケットが装着されま

す。これがもとで，施設に保有するトリチウムの量

はどうなるかですが，もしトリチウム回収が効率的

に行われるようなシステムが構築できるならば，

ITERに比べて，減ることはあっても増えることは

ない設計は可能であろうと想像されます。また，炭

素を含有しないプラズマ対向材料を用いることが可

能であれば，真空容器内のトリチウムの蓄積量は，

ITERよりずっと少なくできる可能性もあります。

また，放射化ダストについても，その主な発生原因

であるプラズマディスラプションa）が起こりにくい

運転方法の確立やプラズマ対向材料を工夫すること

によって量や潜在的危険性を低減することができる

と考えられます。

a）トカマク型の磁場閉じ込め方式で磁場とプラズマの圧

力のバランスが崩れてプラズマが不安定になり崩壊

し，プラズマ電流が突然切れてプラズマが消滅する現

象。ディスラプションが起こると，閉じ込め磁場が崩

れて高いエネルギーを持った粒子が真空容器内壁を覆

うように置かれているプラズマ対向機器（ブランケッ

トおよびダイバータ）に当たるため，表面が一部溶け

たり，蒸発したりします。また，プラズマ電流が切れ

る時の磁場の急激な変化に伴って，プラズマの周りの

金属材料に誘導電流が流れ，電磁力が発生します。

第 3図 ITERが内蔵する放射性物質の影響度

＊：トリチウムに対してそれと同量（g）の放射化ダストおよび放射化腐食生成物を吸入し

た場合のおのおのに含まれる放射性核種による被ばく量を相対的に比較したもの。
＊＊：科学技術庁告示第５号「放射線を出す同位元素の数量を定める件」別表第１に記載され

ている“吸入摂取した場合の実効線量係数（mSv�Bq）”についてトリチウム（水状）のも
のとそれぞれの核種におけるが最も厳しい化学形等の値を相対的に評価したもの。
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3．安全確保のための要点は何でしょう？
一般に，放射性物質を内蔵するエネルギー発生装

置の安全確保では，その物質の環境放出の抑制のた

めに「有害物質を内蔵する機器を過熱する熱源を止

める」，「運転中および止めた後の機器の壁を冷や

す」，「機器を堅牢に作ってその機器の壁で有害物質

を閉じ込めたり，仮に機器が壊れてもその外部に放

出される有害物質を機器を囲む壁で閉じ込める」と

いう３つの要件を満たす必要があります。また，放

射性物質を環境へ放出する恐れに対して，その抑制

のための設備を安全上重要な設備と位置付け，それ

らの信頼性を高めることも重要になります。

一方，核融合炉では，前述のとおり，反応が自然

に止まってしまいますから，止める必要はなく，「止

まる」のです。第１図で示した通り，何かの理由で

プラズマに空気や水分など燃料以外の物質（不純物）

が微量でも混入しますと，プラズマは放射冷却に

よって急冷されて核融合反応がすぐ停止します。こ

のため，核融合炉では，核反応の暴走が起こってプ

ラズマが真空容器を破壊するようなことは起こりま

せん。

「冷やす」については，核融合反応の結果，ブラン

ケットやダイバータで発生する熱エネルギー，壁や

ダイバータに入るプラズマの熱エネルギー，中性子

照射を受けて放射化した材料が崩壊するときに出す

崩壊熱などが放射性物質を内蔵する機器の壁の温度

を上昇させる要因になります。ブランケットやダイ

バータで発生する熱エネルギーや壁やダイバータに

入るプラズマの熱エネルギーに関しては，何らかの

原因で核融合出力が定格値よりも大きくなったとし

ても，前述のとおり，核融合反応が短時間で自然に

止まってしまい，これらの熱エネルギーによる放射

性物質内蔵機器である真空容器の壁温度の上昇はな

くなります。また，真空容器の材料としてオーステ

ナイト系ステンレス鋼を使う ITERでも，放射性核

種の生成がほぼ均一であり，その崩壊熱密度は数百

kW程度の出力の研究用原子炉の1�1，000程度と小
さいこと，また，その崩壊熱に対して真空容器自体

が巨大構造物であり極めて大きな熱容量を持つこと

から，真空容器の壁温度は運転中の温度と大差のな

い範囲に留まり，熱で壊れることはありません。崩

壊熱は停止後も一定期間発生しますが，仮に，プラ

ズマの停止と同時に真空容器の冷却材が瞬時に喪失

しても，その温度が構造健全性を脅かすようなレベ

ルまでには上がりません２）。将来の原型炉等の材料

はまだ決まっていませんが，例えば低放射化材料が

使用される場合には，ITERと同じように崩壊熱密

度は小さく安全上問題になるものではないだろうと

考えられます。

結局，核融合炉では，安全確保の観点では「止め

る」ことと「冷やす」ことの重要性は希薄なのです。

「閉じ込める」必要があるものは，放射能を持ち易動

性のトリチウム等の放射性物質と核融合反応による

中性子に起因した放射化物および放射線です。特に

トリチウムは酸素と結合してトリチウム水になると

生体内に取り込まれ易くなりますので，取扱いと「閉

じ込め」においては適切な安全対策が必要です３）。こ

の閉じ込めの一環として放射性物質内蔵機器の構造

強度を確保することが挙げられます４）。磁気閉じ込

め型（特にトカマク型）の核融合炉では，これを確実

にする上で磁気エネルギーを考慮することが特徴に

なります。ITERでは，磁場の急激な変化を伴うディ

スラプションや超電導磁石のクエンチが生じると，

ステンレス鋼を使用する真空容器や超電導コイルの

ケーシング等に電磁力がかかるので，それらの電磁

力の荷重も考慮し，過度の変形が起こって放射性物

質の閉じ込め障壁そのものの損傷や超電導コイルが

その内側の真空容器に当たるようなことを招かない

よう構造強度等に余裕を持って設計します。また，

中性子やそれによって放射化する構造材料等からの

放射線（主に γ 線）の遮へいも重要です。
このような特徴から，放射性物質内蔵機器等に対

して想定される荷重，使用条件および環境条件に耐

える構造強度を確保することにより，放射性物質を

放出するような“事故”の発生を防止します。さらに

それにもかかわらず，演繹的に“事故”を想定し，そ

れに備えることとします。

この“事故”に対処するには，放射性物質の放出が

起きている区画を隔離し負圧を保ち，その雰囲気の

放射性物質の除去を行うなどして汚染の拡大を最小

化し，負圧維持のための汚染空気の排気について

は，汚染空気中の放射性物質を除去する設備を介し

て排気筒からのみ放出し，周辺環境での放射性物質

の濃度を低減することにします。また，商用電源系

統からの電気の供給が停止する場合でも必要な設備

の機能を維持するための非常用電源設備を設けま

す。さらに，これらの設備の信頼性を高めるため，

例えば多重性または多様性を持たせます。また，安
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全を確保する機能・性能を確認するための検査が可

能なように設計し，機能・性能を維持します。

これまでⅠ�１～Ⅰ�３節で述べてきた ITERの安全
上の特徴を第 1表に示します。これらは，これまで

国によって確認され，その安全確保の基本的考え方

が取りまとめられています５）。

Ⅱ．核融合炉で出る放射性廃棄物の処
理・処分はどうするのですか？

本章では，日本に ITERが誘致された場合に考え

られていた ITERの廃止に伴って実施することを想

定していた廃棄物の処理処分の計画について紹介し

ます。

まず，ITERの最後の運転を終えた後５年間にト

リチウムなどで汚染した物の除去を行います。放射

化した物については，汚染除去期間の後25年間保管

管理することで，放射能の減衰を待ちます。作業員

が近づける程度に放射能が減衰したことを確認

し，６年間かけて解体します。

この解体の手順をわかりやすく示したのが第 4図

です。放射化した物を取り外し，細かく切断し，圧

縮して容積を小さくしてから廃棄用の容器に詰め，

廃棄体とします。この時点で，廃棄体の量は，運転

時から保管していた分も合わせると，約２万トンで

あると推測されます。ただし，この量は，今の設計，

廃棄物処理方法，運転計画から多めに見積もった量

ですので，今後の設計の進捗，廃棄物処理の方法の

合理化，あるいは運転実績によって変わると考えら

れます。

この約２万トンの廃棄体は，すべて低レベル廃棄

物です。処分の方法については，第 5図に示すよう

な原子力委員会で定めた低レベル廃棄物の処分方法

に従います。

原子力委員会で定めた処分方法では，廃棄体中の

放射性同位元素の濃度に応じて３区分に分類しま

す。一番濃い区分を高ベータ・ガンマ濃度区分と呼

びます。一番薄い区分を極低濃度区分と呼び，その

中間の濃さのものを低濃度区分と呼びます。この３

区分のそれぞれにふさわしい処分場を用意して，安

全に埋設することを求めています。

処分場は，廃棄体中の放射性同位元素の濃度が濃

いほど，地中深いところに設けられます。また，地

下水などで処分場が劣化して，廃棄体から放射性同

位元素が地下水とともに流れ出ることを抑制するた

めに，高ベータ・ガンマ濃度区分と低濃度区分の処

分場については，人工バリアを設けることが求めら

れます。

このように処分場を設計し，かつ，維持管理する

ことで，処分場周辺の放射線を年間10 µ Sv 未満に
抑えることが求められています。

Ⅲ．将来の核融合炉の安全確保のため
には何をすべきでしょうか？

ITER の次の段階である原型炉では，その技術目

標がさらに高度になるために，当然，その施設や設

備の仕様が変わってきます。例えば，効率的な発電

をするために冷却材の温度は ITERよりもさらに高

温になるはずですし，前にも述べたように，核融合

反応で消費するトリチウムを再生産するための増殖

第 1表 ITERの安全上の特徴（大要）

� 核融合反応は，反応で生じた物が次の反応を引き

起こさない。すなわち，原理的に暴走することの

ない反応である。

� 核融合反応を起こすプラズマの保持は，限られた

狭い範囲でのみなし得るものである。このため，

いかなる原因により運転条件がこの範囲から外れ

ても，反応は自ら速やかに止まる。

� 施設に放射性同位元素が存在する。これらの許容

されない作業区域および環境への放出を防止する

ための障壁が必要とされる。また，運転に伴い放

射線が発生するため，作業区域および環境に対す

る放射線遮へいが必要とされる。

� 放射性同位元素を封入する機器には，元来より，

本来機能達成上の厳しい要求から，内容物が漏れ

にくい構造と強度が備わる。それに加え，機器に

溜まる熱を放置しても，自然に冷え，機器が熱で

溶けるようなことも考えにくい。

� 前記の特質にもかかわらず，機器が壊れたことを

あえて仮想しても，実験段階に位置付けられる装

置としての規模を考慮すると，漏れ出た放射性同

位元素を取り囲む建物や常時運転される浄化設備

を壊すような事態に進展することはない。このた

め，漏れ出た放射性同位元素はフィルタ等の浄化

装置を介して十分な濃度希釈効果を有する排気筒

から排出される。排出される放射性同位元素は主

に三重水素であり，それは核分裂生成物のような

高い放射能を有するものではない。したがって，

このような状況においても，周辺公衆への放射線

影響は避難せずとも平常時と大差のない安全な水

準に収まり，周辺公衆に大混乱を来すようなもの

ではない。
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ブランケットも常設されるはずです。それになによ

り，“安定なエネルギーの供給”が求められるはずで

すし，材料についてもより先進的な材料の使用が検

討されるでしょう。そのために，基本的な仕様が固

まった段階で，安全上課題となるものは何かという

ことを抽出・確認し，それに対する対策（必要なデー

タの蓄積，信頼性の評価等も含めて）を立てていく

ことが重要だと考えられます。むろん，そのために

は実験炉である ITERの成果を最大限生かしていく

ことが必要と考えられます。
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第 4図 ITERの廃止措置の手順

第 5図 我が国における低レベル廃棄物の処分方法の例
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日本では，がん治療は手術が主流だが，欧米では放射線治
療へのシフトが目立つ。食品の殺菌・殺虫の方法として放射
線照射を認めている国は50を超えている。しかし，日本では，
照射食品の輸入や販売は禁じられている。この世界的に異常
な日本の現状は，「放射線は微量でも怖い」という迷信の信者
が日本に多いことを反映している。こう考える著者は，放射
線を怖がり過ぎる日本人の感情的・独断的風潮が放射線を正
しく怖がる理性的・科学的風潮に変わることを切望し，この
願いの実現に役立つよう，低線量放射線の健康影響の疫学的
資料を総合的に集めた。また，低線量放射線は健康に害がな
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本書は一般向けの小冊子として，放射線の特性から，細胞，
実験動物および人体への影響までわかりやすく解説されてい
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なった細胞の自殺）による細胞の
死，突然変異など生物応答のメカニ
ズムに関しては読み進むのに多少の
根気が必要である。
英国の放射線科医の100年間に及
ぶ追跡調査，米国の原子力船修理造
船工，中国の高自然放射線地域の住
民，女性の適度の胸部X線診断お
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被ばくの調査結果を総括して，適当な低線量（0．03～0．2 Sv）
の慢性被ばくは，がんを抑制する健康有益効果があることを
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いる。
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究した成果を包括した議論が有効であるとして，放射線感受
性遺伝病をまず取り上げ，低線量放射線による発がん機構の
問題を議論したうえ，自然発生の２本鎖DNA切断の変動幅
の範囲内（たとえば自然放射線による切断数の数倍のレベル）
であれば，放射線は人体に無害であると考えてよいと思われ
るとしている。
原子力関連の分野の方々に広く読んでもらい，低線量放射
線のリスクの正しい知識を知ってもらいたいという願望でま
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